
国家戦略特区提案

観光と医療を融合した医療ツーリズム

飛鳥地域特区構想
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しょうとくた医師くん
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飛鳥地域
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飛鳥地域の位置づけと構想

飛鳥地域の位置づけ

【課題】
日帰り観光客が９割を超え、観光滞在時間が少なく、地域
の観光収入、地域のPR人材、雇用が生まれにくい

• 飲食店・宿泊施設などの観光インフラ整備が不十分

• 点在する観光資源をめぐるモビリティが不十分

• 国内に比べ、国外における知名度が不十分

【現状】

• 関西国際空港から約1時間

• 豊富な歴史的観光資源が点在

• 古墳～飛鳥時代の政治、経済、文
化の中心地であり日本国創生の地

京都から
約1時間

関空から
約1時間

飛鳥から、世界へ発信

【参考】外国人の消費単価（平成28年）
奈良県：4,527円/人 兵庫県：11,311円/人 大阪府：36,720円/人

外国人が滞在観光し、日本国文化に
触れられるような基盤整備を目指す

橿原市

明日香村

高取町



飛鳥地域の特色・優位性
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最古の時代から続く医療・健康づくりの拠点

 推古天皇の時代に薬狩りが行われた地であり、古代から医学に密接な地域
 良質な生薬が採れ、配置薬業が栄え、高取町は「くすりのまち」として発展

➢ 奈良県は健康寿命日本一を目指し、取り組みを実施
➢ 奈良県立医科大学は県内における研究と治療の拠点であり、企業（現在９０社）と連携し

「医学を基礎とするまちづくり（MBT）」を域内で実施している
➢ 最先端医療である日本初の第４世代重粒子線治療施設の誘致に向けて取り組み

広がる日本国創生の地

 飛鳥時代に天皇が置いた宮の多くが、飛鳥地域内に存在
 万葉集や日本書紀にも書かれた歴史的な遺産や伝説が残る地域

 明日香法によって歴史的風土・景観・自然が維持・保存されている

➢ 歴史的遺産が多く、建築物などの施設整備による地域創生は制約がある
➢ 自動走行、モビリティ、ICT、5G等の最先端技術により新しいツーリズムに向けて整備

医療

観光



医療ツーリズム構想の全体像

【目指す方向性】

観光と医療を融合した医療ツーリズムを飛鳥地域で実現する
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観光

飛鳥地域
らしい
取り組み

医療のス
ポットライ
トを当てる

奈良県立医科大学

医療

奈良県立医科大学

３市町村
県立医大
一体で動く

橿原市

明日香村

高取町

奈良県立医科大学

第４世代重粒子線治療施設
ＭＢＴ（医学を基礎とするまちづくり）

「奈良県立医大・早稲田大 共同研究 2013.3」

「奈良県立医大・早稲田大 共同研究 2013.3」



特区提案の主要実施事業
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３市町村と奈良県立医科大学の連携のプラットフォー
ムを構築し、豊富な歴史遺産、国宝と地域特産の漢方
を活かした文化体験を充実させ、中長期滞在が可能な
宿泊施設を整える。

点在する地域観光資源、宿泊施設、医療機関、交通拠
点を結ぶため、自動運転特区、モビリティ特区として、国
内外の観光客及び医療施設利用者に対して、域内での
移動手段を提供する。

奈良県立医科大学を中心に、MBTを核とした企業連携と
地域医療の先進的な取り組みで、地域の健康増進を図
るとともに、地方における医大と地域連携による財政健
全化モデル実現を目指す。

海外との医療連携ネットワーク構築を、地域中核病院及
び先進医療施設で行い、国内外からの医療従事者研修
、集患モデルを構築し、飛鳥地域から世界へ発信する。

日本発のがん先端医療である初の第４世代重粒子線治療
施設を誘致し、高齢化社会における「がん検診率日本一」
「がん死ゼロ地域」を目指し、先進医療の機器開発・医療チ
ーム育成・事業スキーム導入モデルを飛鳥地域から世界へ
発信する。

観
光

医
療

・日本国創生の文化の発信

・飛鳥地域のブランド力、認知度
向上

・地域資源の漢方の６次産業化

・観光客数、滞在時間の拡大

・飛鳥PR人材の育成

・定住人口、雇用増加

・自動運転技術の早期実現

・地域住民の健康増進

・「がん検診率日本一」「がん死ゼロ
地域」を目指す

・ＭBE・MBTを基礎とした地域包括
ケアモデルの確立

・新たな医療産業創出の基盤構築

・地方の医大の新たな役割の創出
、財政基盤強化

・産学官共同研究・開発・商品化の
ワンストップ化

・遠隔医療の利用拡大に貢献

・海外医療連携ネットワーク構築、
国内外の医療従事者の育成

・日本の医療技術と医療機器をパ
ッケージで国内外へ展開・普及

【社会的・経済的効果】【主要実施事業】



テーマ１ 観光 全体イメージ ①地域観光資源活用の促進 と ②観光インフラ整備

 独自の文化体験コンテンツの本物化（見る・聞く・触る・味わう・感じる）、充実化、国宝・重要文化財の
展示期間の最大化を軸に、中長期滞在可能な周遊観光モデルを構築し、３市町村で連携しPR・発信
する。

 自動運転特区・モビリティ特区の実現により各観光スポット、宿泊施設、医療機関、交通拠点を回れる
ようにする。
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➢ 飛鳥地域情報発信情報プラットフォームの整備
➢ 観光＋医療の連携コンシェルジュ機能の創出

➢ 特産の漢方の６次産業化
➢ 国宝・重要文化財の展示
➢ 医療（検診・治療）との連携

➢ 飲食店の誘致促進
➢ 高級宿泊施設の誘致
➢ 民泊・Airbnbの促進

➢ ICTを活用した周遊観光案内の充実化
➢ 地域通訳案内士・観光コーディネータの育成

【社会的・経済的効果】
➢ 観光客増加による地域経済への貢献、地域PR人材の育成、地域雇用の創出

➢ 飛鳥地域特有の魅力を国内外に発信、日本国創生の歴史認知度の向上に貢献

➢ 先進的な交通手段（自動走行、モビリティ）の導入による、新産業活性化への貢献

➢ 移動・宿泊手配を充実化
➢ 自動運転・モビリティ特区
➢ 自家用自動車の活用

豊富な観光資源のブラッシュアップにより、

観光滞在時間を底上げ
中長期滞在観光に必須の

飲食店、宿泊施設誘致促進
域内へアクセスしやすく、

誰でも気軽に域内周遊

地域の食材、資源で、
滞在しながら本物の
文化体験を！

交通手段にも飛鳥
地域らしさを！

豊富な歴史資源
を、更に活用！

観光客層の拡大、インバウンドの拡大広域観光情報発信、観光・医療連携の実現

①地域観光資源活用の促進 ②観光インフラ整備

テーマ１観光

検診や、通院治療
に観光をプラス！

＋医療 ＋医療

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjVppKEiejMAhVIJ6YKHUV-DgkQjRwIBw&url=https://cn.fotolia.com/id/63846299&bvm=bv.122448493,d.amc&psig=AFQjCNH-XRufVt4ojtxSRRA8QVBPkTQUoA&ust=1463813533436668
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjVppKEiejMAhVIJ6YKHUV-DgkQjRwIBw&url=https://cn.fotolia.com/id/63846299&bvm=bv.122448493,d.amc&psig=AFQjCNH-XRufVt4ojtxSRRA8QVBPkTQUoA&ust=1463813533436668
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjVppKEiejMAhVIJ6YKHUV-DgkQjRwIBw&url=https://cn.fotolia.com/id/63846299&bvm=bv.122448493,d.amc&psig=AFQjCNH-XRufVt4ojtxSRRA8QVBPkTQUoA&ust=1463813533436668
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjVppKEiejMAhVIJ6YKHUV-DgkQjRwIBw&url=https://cn.fotolia.com/id/63846299&bvm=bv.122448493,d.amc&psig=AFQjCNH-XRufVt4ojtxSRRA8QVBPkTQUoA&ust=1463813533436668


テーマ１ 観光 ①地域観光資源活用の促進
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旧石器時代
～古墳時代

飛鳥時代

江戸時代

近現代

今井町土佐街道

くすり資料館

キトラ古墳 石舞台古墳高松塚古墳

橿原神宮

八木町

藤原宮跡壷阪寺

高取城址

甘樫丘

市尾墓山古墳丸山古墳

蘇我入鹿首塚

坪井・大福遺跡神武天皇陵観音寺本馬遺跡

ストーリー性

本物の

文化体験

３市町村連携

飛鳥らしさの
ブラッシュアップ

テーマ１観光

稲淵の棚田国宝・重要文化財
史跡等の資料館

 旧石器時代から近現代まで、豊富な歴史的資源がある

 古都保存法や明日香法により景観が守られ、暮らしと文化が融合し保存がされている

 “見て楽しむ”よりも“歴史・風土・文化に触れる”ことが魅力の地域

 高取城址の活用

 高松塚古墳の公
開施設の設置



テーマ１ 観光 ①地域観光資源活用の促進
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【具体的な実施事業】【観光資源・地域連携における課題】

➢ 官・民・産・学連携の域内情報プラットフォームの構築

➢ 地域観光資源のさらなる活用、本物の文化体験を提供

➢ 特に特産の漢方である大和トウキの利用拡大

➢ 国宝・重要文化財の展示手法・期間の拡大

➢ 最先端技術（５G、AR等）を活用した歴史文化体験

 市・町・村ごとの取り組みに留まり、連携して地域の魅
力をPR・発信できていない

 歴史文化体験コンテンツが十分に活かしきれていない

 地域特産の大和トウキ（漢方）の根（薬）、葉（食品）をお
酒、食品、薬として販売していきたいが、規制が多い

 国宝４件、重要文化財５１件、他史跡、指定文化財等が
多数あるが、展示期間の規制があり、観光資源として
活用しきれていない

【新たな措置の提案】

〇地域特産の漢方等における酒造法の販売規制の緩和

〇地域特産品を用いたお酒の製造免許要件の緩和

〇地域特産の漢方の食薬区分の範囲に関する基準の緩和

〇漢方薬の販売規制の緩和（イベントでの出店）

〇文化体験における食品提供時の規制緩和

〇国宝展示・公開期間の制限の緩和

日本国創生の本物の文化体験を実現

テーマ１観光

 日本国創生の地であり、かつての政治、経済、文化の中心地であった飛鳥地域において、９割以上が
日帰り観光という状況を打破し、観光滞在時間の増加を目指す。

 歴史資源を更に活用を進めるため、日本国創生の地の独自の文化体験コンテンツの本物化（見る・聞
く・触る・味わう・感じる）、充実化を軸に、滞在日数（半日、１・２泊から、１週間以上）に合った周遊観光
モデルを構築し、PR・発信する。

 例として、地域特有の薬草、漢方を利用した体験メニューの創出、飲食店の充実化や、歴史遺産の過
去と未来をつなぐ、最先端技術（５G、ホログラム）による感じる体験コンテンツの創出を実現する。

・地域資源である漢方の６次産業化
・日本国創生の本物の文化体験事業の更なる発信
・観光客数、観光滞在時間の拡大
・飛鳥地域のブランド力、認知度向上
・教育旅行の誘致の促進
・飛鳥PR人材の育成、雇用の増加
・定住人口、雇用の増加



テーマ１ 観光 ①地域観光資源活用の促進

【具体的な実施事業の内容】
 三市町村の観光に関わる行政・民間事業者・地域団体・NPOなど多様なステークホルダーからなる域内連携

体制を構築し、飛鳥ブランド戦略を策定する。
 各市町村それぞれで行っていた観光スポット紹介を鳥地域を面的に捉えた周遊観光コースを開発する。
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【具体的な実施事業】【漢方活用における課題】

地域特産の漢方等を用いた薬酒の製造・販売

➢ 大和トウキなどの地産の漢方を、薬酒、漢方を用いた地ビール等の
生産施設を誘致し地域特産の食として発信する

➢ 漬けたお酒を地域の飲食店や、旅館などで提供できるようにする

酒類を製造しようとする場合、製造
場ごとに基準を満たす必要が有る

• 法律の遵守状況や経営の基
礎の状況

• 製造技術能力

• 製造設備の状況

• 製造免許を受けた後1年間の

製造見込数量が一定の数量
に達しているかどうか （最低
製造数量基準）

【新たな措置の提案】

〇地域特産品を用いたお酒の製造免許要件の緩和
特定の地域食材・漢方を活かしたお酒について、一
定年間６０,０００ℓの下限規制を適応しない
【規制している法律】酒造法

【具体的事業】

 大和トウキなどの地域特産漢方を活かした薬酒の生産拠点を創出する。

 根を食品として販売可能にし、地域特産品の販路の拡大、PRの場を創出する。

テーマ１観光

地域特産の「大和トウキ」を中心とする
漢方を用いた商品の製造販売の促進
により、地場産業の拡大に貢献

葉・・食品

根・・薬
➢ 食品として販売可

能に
➢ 漢方薬を地域イベ

ントで販売可能に



テーマ１ 観光 ①地域観光資源活用の促進

【具体的な実施事業の内容】
 三市町村の観光に関わる行政・民間事業者・地域団体・NPOなど多様なステークホルダーからなる域内連携

体制を構築し、飛鳥ブランド戦略を策定する。
 各市町村それぞれで行っていた観光スポット紹介を鳥地域を面的に捉えた周遊観光コースを開発する。
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【具体的な実施事業】【地域資源活用の課題】

■国宝の例

• 奈良県藤ノ木古墳出土品 【考古資料】（橿原市）

• 紺綾地金銀泥絵両界曼茶羅図（子島曼茶羅） 【絵画】（高取町）

■重要文化財

３市町村で５１件

■他 多数

特別史跡、史跡

重要伝統的建造物保存地区

国宝・重要文化財は、１９９６年の文
化庁長官による裁定で、博物館や美
術館で公開する際、年間に「２回以
内」「延べ６０日以内」に制限されて
いる。（脆弱なものは３０日以内）

・国宝４件、重要文化財５１件、他特
別史跡、指定文化財を多数を抱える
飛鳥地域においては、重要な観光資
源であり、保存環境が整っていれば
年中公開可能としたい。

【新たな措置の提案】

〇国宝展示・公開期間の制限の緩和
・適切な保存環境を整備し、長期間の展示に耐えうるも
のとして専門家の同意を得た場合には、国宝の展示公
開期間の制限を年間３６５日まで緩和する
【規制している法律】文化財保護法第51条の1、2項、文
化庁文化財保護部長通知（H8. 7.12）

【具体的事業】

飛鳥地域における国宝・重要文化財の公開期間制限を緩和し、国内および海外からの観光客
動員数の増加、安定化を図る。

テーマ１観光

国宝・重要文化財の公開期間延
長拡大により、国内観光客数及び
特に海外観光客数の拡大を図る

紺綾地金銀泥絵両界曼茶羅図

展示公開拡大による観光客数増加地域活性化を目指す。



〇飛鳥宮跡の整備推進
〇牽牛子塚古墳の整備

〇交流拠点：新庁舎の整備
〇宿泊体験、教育旅行・民家ステイ
飛鳥ホームステイの推進

〇星野リゾート誘致

〇道の駅の登録・整備（Ｈ２９、３０年）
〇電線の地中化
〇飛鳥ナンバーの認定

テーマ１ 観 ②観光インフラの整備

【これまでの観光の取り組み】 明日香まるごと博物館づくり
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テーマ１観光

古墳ゾーン

奥明日香
自然ゾーン

飛鳥京
歴史ゾーン

「飛鳥道の駅」登録目指し、
自動運転・モビリティ特区拠点に

今後、取り組みを拡大
• コミュニティタクシー
• 赤かめ周遊バス
• 金かめ乗り合い交通
• レンタサイクル

⇒小型観光バス
乗り合い交通の自動走行化

（２０１３年村民アンケートより）
•村民は、買い物や通院のため、自動車
で橿原市方面へ向かう人が多く、バスは
あまり利用されていない。
•明日香村内のバスについては「本数が
少ない、増便を」「不便、利用しない」「利
用者が少ない、無駄」「時間がかかり、不
便」等の厳しい意見
•一方で、「今は自動車を運転するが、将
来が不安」と、高齢になった時の移動に
不安を持たれる意見が多く見られた。

【交通インフラの課題】

超小型モビリティレンタルサービ
「MICHIMO」導入済み実証実験中

高齢化対応、外国人観光客
の積極的誘致、医療機関と
の交通連携を可能にする

【具体的な実施事業】

歴史展示・自然展示 宿泊施設・交流拠点 インフラ

https://asukamura.com/?page_id=6761


テーマ１．観光 ②観光インフラ整備

 滞在型観光の促進に向けて、中長期滞在可能な宿泊施設の誘致を行う。国内外のハイエンド
顧客向けに、新たな５つ星ホテルを誘致、また長期滞在や教育体験旅行も可能な古民家や地
域文化の体験が可能な民泊、Airbnbの推進を行う。

 観光スポットが屋外の史跡が多く自転車や自動車による交通が必要な距離に点在するため、周
遊観光の敷居が高い。外国人、高齢者、障害のある方、治療通院中の方など誰もが気軽に周
遊できる自動走行特区・モビリティ特区を実現し、３市町村で連携した整備を行うことにより、各
観光スポット、宿泊施設、医療機関、交通拠点を回れるようにする。
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【具体的な実施事業】【観光インフラにおける課題】

➢ 星野リゾートの誘致

➢ 新たな５つ星ホテルの誘致

➢ 教育旅行・民家ステイ・民泊・Airbnbの活用推進、
提供者の発掘

➢ 案内道標や観光マップの多言語化

➢ 多様な交通手段を整備し、域内観光を促進

➢ ツアー・宿泊手配、観光案内、送迎などのシームレ
ス化

 高級宿泊施設が少ない（ミシュランガイド掲載の
ホテルは橿原ロイヤルホテルの三ツ星のみ）

 長期滞在向けの宿泊施設が少ない

 英語対応できている施設はいくつかあるものの
、限られている

 域内を周遊できる移動手段が少ない

 観光客が不便なく、移動・体験活動・宿泊などが
できるパッケージを提供できていない

テーマ１観光

 観光・滞在できる環境（宿）を整備する。

 多様な域内交通手段を整備する。

 多様な旅行客の受入体制を構築する。

検診や通院治療患者とその家族にも 観光
を提供したいが、情報提供できていない、
交通が不便で観光地まで足が向かない

受け入れ態勢が整えば、日本国創生の地、
飛鳥を高齢者も気軽に観光できる

＋医療



②観光インフラ整備 －観光拠点と医療拠点を結ぶー

【具体的事業】 ３市町村連携での観光＋医療提供のシームレス化

ツアーパッケージ向けの観光案内対応、自由旅行客や先進医療を受ける外国人患者とその家族をコアターゲットと

して、現地に滞在しながら、時間、旅行スタイル、志向、予算等にあった、コースの案内、移動手段、ツールを提供

 医療(健診・通院治療)と観光を一体化し、医療ツーリズムを促進する。
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自宅

域内移動観光拠点までの移動

地域の案内・歴史の説明・体験の提供をする人・機械

【新たな措置の提案】

〇運送に関する旅行業法の緩和
○体験活動提供事業者への旅行業法の規制緩和
〇自動運転特区・モビリティ特区
〇特定地域内での自家用自動車の活用拡大
〇国際医療コーディネーターの認定資格制度の創出

高齢者、障害のある方、子供連れ、国内
外観光客、医療受診者など、誰でも飛鳥
地域の文化を楽しめる環境の整備

コンシェルジュ
観光コーディネーター
国際医療コーディネーター
地域通訳案内士の育成

自動運転、モビリティ特区
旅行業と運送業、道路交通

法の緩和

通訳・翻訳
観光案内アプリの開発

テーマ１観光

・域内移動の不便さを解消
・周遊しながら歴史的風土の案内

・居住地での事前案内
・ビザ取得支援
・空港からの交通手段

観光コンシェルジュ
案内所・宿泊施設・病院でのツアー販売

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjJvMWIp9TMAhVEoZQKHd-rDWAQjRwIBw&url=http://matome.naver.jp/odai/2140059725830277901&bvm=bv.121658157,d.dGo&psig=AFQjCNFjBgA3nZSeYztikVEkE2z-uTxvQw&ust=1463134200007217


テーマ３ 医療 ②観光インフラ整備

 比較的健康で活動ができる人が受ける医療（検診、治療）を１つの観光コンテンツとして捉え、ヘルスケアツ
ーリズムとして人間ドック、がん検診付きの観光パッケージを提供する

 健康を目的としたイベントを積極的に誘致する

 観光を主目的で来た観光客にも簡易な健康診断や、地元の漢方を楽しみながら健康増進を図る体験メニュ
ーを提供する
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テーマ１観光

医療

観光

短期宿泊
（1泊～3泊程度）

中期宿泊
（1週～1か月）日帰り観光

長期宿泊
（2か月以上）

 半日： 健康診断・生活チェック
 1日： PET検診、人間ドック、がん検診

 半日×３日～数週間： 重粒子線治療

 数日～数週間：リハビリテーション

 半日：周辺県からの観光

 1日～3泊：歴史周遊観光、教育観光

 数日～数週間：滞在型観光

半日、１日の医療（検診・治療）を、
観光の１コンテンツと捉えて連携、
長期滞在観光客を開拓する

 サイクリング
 ウォーキング
 ヨガ・瞑想

健康増進・イベント
 漢方体験
 健康実証実験



■テーマ２．医療 全体 ①MBTに基づく地域医療の増進と②先進医療施設の誘致
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 地域の予防活動、健康診断、健康増進活動を奈良県立医科大学を中心に、３市町村、企業、その他研究機関で取り
組み、地域医療、看護、介護及び医学、医療機器の情報集積化を実現する

 特に日本人の死因１位であり３人に１人が死亡する「がん」にフォーカスし、予防、健康診断、検診から、先進高度治療
までを地域で包括して提供し、「がん検診率日本一」「がん死亡率が日本一低い地域」を目指す。

 根治率が高く高齢者に負担の少なく、通院治療可能な第４世代重粒子線治療施設を設置し、先進医療普及に貢献

ICU

高度急性期

一般急性期

亜急性期

長期療養

外来医療
在宅医療

介護
リハビリ

健康

地域包括ケア
地域健康増進

➢ 地域住民の健康増進と、健康に対する意識の向上
➢ ＭＢＴ（医学を基礎とするまちづくり）のモデル構築を実現、新たな医療産業の発展に貢献
➢ 地方都市における県立医大の財政健全化モデルとして普及、全国展開
➢ 第４世代重粒子線治療施設を設置し先進医療の発展・普及に貢献
➢ 日本の医療技術と医療機器を一体とした事業モデルを確立、国内及び海外への事業展開を図る

先進
医療 「入院しない」「体を傷つけない」

がん治療を普及させる

・がん先端医療の充実化
・第４世代重粒子線治療
施設の誘致

初期のがんに、有効で、
根治も可能、早期発見へ

健康増進・予防・健康診断

健康の意識づけ
生活習慣の改善

入院治療
・外科治療（手術）
・放射線治療
・化学療法
・免疫療法

外来・在宅治療
・通院治療

・介護
・リハビリ

・健康診断
・予防活動/健康増進

MBTの実践

医学を基礎と
するまちづくり

高齢化時代に即した地域医療モデルへの対応イメージ

←対象人口の将来目標イメージ、地域医療の充実

①MBTに基づく
地域医療増進

②最先端医療施設の誘致

テーマ２医療

地域医療の確立

入院患者数削減

【社会的・経済的効果】
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テーマ２．医療 ①MBTに基づく地域医療の増進

 奈良県立医科大学を中心に、まちづくりにMBEを導入しMBTの拡大を行う。

 奈良県立医科大学と明日香村で取り組んでいるAKP48健診なども含め、飛鳥地域（３市町村）に
ＭＢＴを広げ、予防から先進医療までの地域連携による実証実験の実施、医療研究、医療費、
治療実績などのデータを集積し、医療のまちづくり、産業の発展につなげる。

まちづくり（自治体等）
＋

MBE(Medicine-Based Engineering）
医学を基礎とする工学
（医学の叡智を産業に）

↓
MBT(Medicine-Based Town)
医学を基礎とするまちづくり

➢ 医療産業でない産業を医療産業化する。
➢ 産業に医療の叡智を注入する。
➢ 産業を医療化する。

MBTとは?

【具体的な実施事業】

１ 健康時、未病・急性期・回復期・維持期・退院後の
生活までを担う地域包括ケアの実践

2 次世代型ICTシステムの導入促進
3 MBTバンクのデータ活用・民間企業との医工連携
の促進と企業誘致

４ 医療と観光の融合
５ 病院近接型まちづくりの実践

橿原市 高取町 明日香村

➢ 「まち」に医科大学
や医師等が持つ医
学の知（MBE）を注

ぎ込んで、付加価
値の高いまち
「MBT」を作る。

➢ この過程が新産業
創生、地方創生の
原動力となる。

➢ 産業の活性化によ
り、地方創生・再生
を行う。

早稲田大学

橿原市社会福
祉協議会

橿原地区医師会

【新たな措置の提案】
○ 予防医学研究における個人情報保護法の緩和
○ 健診における医療従事者要件の緩和
○ 医薬品・医療機器の利用における保険外併用療養の拡大
○ テレビ電話を活用した医師による遠隔診療・服薬指導の特例
○ 電信柱の利用用途拡大
○ 医療等製品の実用化に対応した承認制度の拡大
○ 研究倫理審査の許可の基準の特例
○ 外国人医師版スチューデントドクター制度の創設
○ 外国人医師による指導医制度の創設
○ 外国看護師、検査技師等の業務解禁

テーマ２医療

奈良県立医科大学

奈良県立医科大学、奈良県、橿原市、高取町、明

日香村、他周辺自治体、国の協力が用意する舞台



18

テーマ２．医療 ①MBTに基づく地域医療の増進

MBT（医学を基礎とするまちづくり）構想 橿原市 奈良県立医科大学を中心に展開中

テーマ２医療
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テーマ２．医療 ①MBTに基づく地域医療の増進

MBT（医学を基礎とするまちづくり）の有用性・活動概要

これまでの動き
2012年〜2014年 奈良県立医科大学・早稲田大学による

MBT共同研究を実施
2014年 1月 MBT（医学を基礎とするまちづくり）の書籍を出版
2014年 5月 MBTを含むまちづくりが内閣官房地域活性化統合事務

局、内閣府地域活性化推進室による地域活性化モデル
ケースに選定

2015年 3月 奈良県と橿原市がまちづくりに関する包括協定を締結
2015年 3月 国が橿原市の地域再生計画を認定
2015年 5月 橿原市が奈良県立医科大学を地域再生推進法人に認定
2015年 6月 橿原市と奈良県立医科大学が包括協定を締結
2015年 6月 MBT関連事業への補助金交付（経産省関係）
2015年 7月 MBT関連事業への事業委託（総務省関係）
2015年 9月 MBT関連事業への調査委託（総務省関係）
2015年 10月 早稲田大学「医学を基礎とするまちづくり」研究所設立
2015年 12月 MBTコンソーシアム研究会設立
2016年 1月 MBTコンソーシアム研究会設立記念シンポジウム

（奈良県橿原市橿原神宮会館・養正殿）開催
2016年 4月 一般社団法人MBTコンソーシアム設立
2016年 6月 奈良県立医科大学

MBT(医学を基礎とするまちづくり)研究所設立
2016年11月 「医学を基礎とするまちづくり(MBT)コロキウム」

（早稲田大学大隈講堂・リーガロイヤルホテル東京）開催
2017年4月 奈良県立医科大学大学院に「MBT学」開講

【MBE・MBTの具体的実施事業】 見守りの例

テーマ２医療

個人情報保護法による
規制のため、医療デー
タの集積が出来ない！

各地の地域医大を中心とした、MBT・医学を基礎とするまちづくりのモデルケースとなる。
→地方の医大の位置づけの再構築・財政健全化モデルの実現

現在 参加企業90社

株式会社 岡伸 ニューロン ネットワーク 株式会社

株式会社 ライフビジネスウェザー ホシデン 株式会社

株式会社 アズマ 株式会社 奥村組 奈良支店

東京急行電鉄株式会社 東急病院 ロート製薬 株式会社

株式会社 ｉＴｅｓｔ 小山 株式会社

佐藤薬品工業 株式会社 松田電気工業株式会社

ＫＤＤＩ 株式会社 不二精機 株式会社

モード・ユーニット工房 株式会社 奈良精工 株式会社

近鉄ケーブルネットワーク 株式会社 株式会社 みずほ銀行

富士通 株式会社 公立大学法人 奈良県立医科大学

凸版印刷 株式会社 株式会社 南都銀行 橿原支店

関西電力 株式会社 パシフィックコンサルタンツ 株式会社

株式会社 健康都市デザイン研究所 株式会社 三井住友銀行 奈良法人営業部

株式会社 三井住友銀行 法人戦略部 株式会社 三井住友銀行 公共・金融法人部

日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社 ヤマト運輸 株式会社

株式会社 資生堂 ユアサM＆B 株式会社

ＪＳＲ 株式会社 ユニオンツール 株式会社

株式会社 イムラ封筒 株式会社 イムラ

ヴァイタル・インフォメーション株式会社 株式会社 ドクターネット

有限会社 アペックス 医療法人 西井会

日本無線 株式会社 株式会社 崎山組

株式会社 村田製作所 株式会社 エクスレイヤー

株式会社 グランソール免疫研究所 大和ガス 株式会社

大阪ガス 株式会社 三和澱粉工業 株式会社

医療法人 友紘会奈良友紘会病院 株式会社 ツムラ

丸一鋼管 株式会社 ヘルスグリッド 株式会社

大和ハウス工業 株式会社 株式会社 モード

日本タクティールタッチ協会 日本ユニシス 株式会社

株式会社 新生 メディケア・リンク 株式会社

MS&AD基礎研究所 株式会社 産経新聞 大阪本社

北関東綜合警備保障 株式会社 株式会社 サンロード

株式会社 JVCケンウッド・ビクターエンタテイメント 株式会社 タカゾノテクノロジー

医療法人 康仁会西ノ京病院 まつのえ 株式会社

損害保険ジャパン日本興亜 株式会社 株式会社 ひばりラボ

楽研 株式会社 株式会社 きんでん奈良支店

プロライト 株式会社 株式会社 テクリコ

明豊ファシリティワークス 株式会社 昭和西川 株式会社

ワタキューセイモア 株式会社 テルモ 株式会社

船井電機 株式会社 キリン 株式会社

NTTデータ経営研究所
株式会社 インデックス コンサルティン
グ

積水ハウス 株式会社 日本生命保険相互会社

株式会社 イマナカ 株式会社 池利

株式会社 タカトリ KTX株式会社

株式会社 プロアシスト シャープ株式会社

一般財団法人 弘済会 江崎グリコ株式会社



①MBTに基づく地域医療の増進

【ＭＢＴで実施する事業の概要】
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１ 未病・急性期・回復期・維持期・退院後の生活までを担う地域包括ケアの実践

・奈良県立医科大学および附属病院が核となり、主体的に「まちづくり」を行う。

・地域コミュニティやプライマリケアを担う病院・診療所と連携し、切れ目のない医療・介護・日常生活

のサービスを提供するとともに、さまざまな健康・医療に関するデータを蓄積・解析する。それらを地

域住民に還元することで、地域全体で住民の健康寿命を延ばし、医療費を削減させるモデルをつくる。

2 次世代型ICTシステムの導入

・ICT分野で実績のある企業と協力し、最先端のICT技術を導入し、次世代の在宅復帰支援モデルや在宅

医療モデル、遠隔医療モデルを提案する。

・大都市から医療過疎地まで、人口密度に応じたシステムが提案できる。

3 MBTバンクのデータ活用・民間企業との医工連携の促進と企業誘致

・１で得られた健康・医療に関するさまざまなデータを活用し、共同研究を促進するとともに、奈良医大

や関連施設を新規医療機器だけでなくあらゆる産業の実証の場として提供する。

・企業誘致を促すとともに、現場でのニーズを吸い上げ、企業と地域、双方が成長できる場を構築する。

4 医療と観光

・医療(健診)と観光を一体化し、飛鳥地域における医療ツーリズムを促進する。

・重要伝統的保存地区内の町家を再生し、医療拠点を埋め込むことで、人も家もコミュニティも元気にす

るまちづくりを進める。

5 病院近接型まちづくりの実践

・医科大学のキャンパス移転に伴い、関連施設を病院周辺に整備し病院と結ぶ。

・上記1〜4が組み込まれたまちを創造する。

テーマ２．医療テーマ２医療

個人情報保護法による規
制のため、医療データの
集積が出来ない！

医療機器の研究・開発に過大
な期間とコストがかかる

遠隔診療の拡大

医療施設間・交通拠点の
交通インフラ整備



【具体的な実施事業】

今井町・重要伝統的建造物群保存地区内の町家を再生し、医療拠点を埋め込むことで、人も家も

コミュニティも元気にするまちづくりを進める。
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今井町での奈良県立医科大学の空き家活用計画

１ 外国人研究者・留学生用 ゲストハウス(国際化を推進) 【着手】
２ 地域包括ケアの拠点／地域交流スペースによる介護予防事業

(地域住民のための健康教室等)
３ 退院患者のための在宅復帰までのリハビリ訓練施設
4 医大生・看護師寮(地域住民との交流を促進)
5 健康見守り実験住宅

テーマ２．医療 ①MBTに基づく地域医療の増進テーマ２医療

外国人臨床研修医、看護
師との交流事業促進、
日本の文化も体験

医療機器、医薬品を町で
実証実験、医療データの

集積

ICTと自動運転・モビリ
ティでつなぐ

まちを中心として
企業連携と医療データに基
づく、新医療機器の開発

奈良県立医科大学周辺におけるMBTの実践

「奈良県立医大・早稲田大共同研究 2013.3」
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テーマ２．医療 ①MBTに基づく地域医療の増進

【具体的な実施事業】 進行中のＭＢＴプロジェクト

テーマ２医療

ウェアラブル機器、バイタル計測Ｔシャツ

軟骨伝導技術を活かした補聴器、一般民生機器

スポーツ庁推進プロジェクトのデモイベント
ＭＢＴ×［ＦＵＮ ＷＡＬＫ］

まちなか見守り 小型ビーコン

・利用者が安価小型のビーコ
ンを持つことで、リアルタイム
で居場所が分かるサービス
・今井町にて実施、今後、エリ
ア拡大し実現

・レーザーを活用した生活中の見守りサービスの開発・実証
・呼吸・体勢・身体/体表状態の評価を計測

・ＭＢＴ×資生堂
・指腹の接触力と指の動きを同時測定可能
・日用品の包装（パッケージ）の使用感の
検証などで、企業の商品開発にも活用

レーザー生体センサー、アプリ

「ウエアラブル接触力センサー」 Ｈａｐ Ｌｏｇ

・世界初の軟骨伝導技術を
活かした「痛くない」補
聴器
・軟骨伝導携帯電話の試作

・ 活動量の見える化、多種ウェラブル対応
・ エコシステムの活用
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テーマ２．医療 ①MBTに基づく地域医療の増進

【具体的な実施事業】 進行中のＭＢＴプロジェクト

テーマ２医療

【社会的・経済的効果】

【新たな措置の提案】

 機器の販売に承認プロセス、商品化の薬事承認
まで時間とコストが過大にかかる。（実施した事例
で約３年）

 クラスによるが簡易なもので半年～１年、新規で０
から始めると５～１０年かかるケースもある。

 臨床データの確保が課題であり、リスクの少ない
機器・プログラムにおいても同様の時間がかり、
新規参入は更にハードルが上がる

 実証実験においては個人情報保護法により、一
つ一つの医療行為に対して個人情報保護法の同
意を得る必要が有り、手間が膨大でデータが取れ
ない

 上記のような状況の為、スマートハウスの実証実
験において、包括的に法的条件が整っているアイ
ルランドまで行き実証実験を行った

 電子柱等には光ファイバーなどの公共的な設備
に限定して共架可能となっているが、見守りようの
小型ビーコンなどは現状では、実装が認められて
いない

【事業実施における課題】

〇医療等製品の実用化に対応した承認制度の拡大
〇研究倫理審査の許可の基準の特例
・ 製品化における審査について安全性が高くリスクの低い製品に
ついて、あらかじめ審査を受け認められた施設、地域においては、
認可の基準を緩和する （次ページに追加説明記載）
【薬機法、法医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令】

〇予防医学研究における個人情報保護法の緩和（地域医
療の研究領域、制度の拡大）

・ 地域医療に関するコホート研究や健康増進研究活動においては
十分な追跡データを得るため、中核医療機関を中心とし、地域診
療所、保健機関、自治体の情報連携をとるため、特区内の一定
の活動においては個人の同意なく、個人情報の共有化を可能と
する。

○電信柱の利用用途拡大
・ 地域の保安、見守り等に資する公共的な設備については共架可
能とする。（自動販売機、街灯、電信柱など電源供給可能なところ
にＭＢＴＬｉｎｋのようなゲートウェイを設置できれば、サービスを拡
大展開可能）
【電気事業法、電気通信事業法】

・商品開発における効率化による新規参入企業の増加、機器・プログラムの製品化の推進
・予防医療、見守り等の地域医療連携分野における集約的事業創出の実現
・地域健康産業拡大への貢献
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テーマ２．医療 ①MBTに基づく地域医療の増進

【具体的な実施事業】

 MBTにおいて官民学と企業が連携進めている、サプリ、呼吸・体勢把握センサー、評価ソフト等
における健康食品、医薬品及び医療機器の開発、承認、市販を早期に実現する。

テーマ２医療

特区内における医療等製品の実用化に対応した
承認制度の拡大により、機器の早期市販化

【新たな措置の提案】

〇医療等製品の実用化に対応した承認制度
の拡大

・再生医療機器に限らず、特区内における医療等製品の
実用化に対応した承認制度の拡大により、機器の早期
市販化を実現

〇研究倫理審査の許可の基準の特例
・特区内ではデバイスを含め、早期審査、早期実習を行える
ように、あらかじめ審査を認められた施設、地域において
は、多施設実施と同等の評価が得られるとし、承認期間を
短縮する。

【法医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令】

・MBT産学共同テーマのR＆D、実証実験で具
体的な事業として、プロジェクトで実施するにあ
たり、製品化における審査に時間がかかり、企
業の開発コストも負担となっている

【実施する上での課題】

製造販売申請から、承認まで
の期間を大幅短縮

（現状）審議品目：約１４カ月、
審議品目以外：約１０カ月
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テーマ２．医療 ①MBTに基づく地域医療の増進

【具体的な実施事業】
 奈良県立医科大学とリオン（株）のベトナムとの医療交流事業において、ベトナムの研修医・看護師の研修を

２０１６年度より開始、今後も継続して研修を行う

 外来、入院、手術、検査等の医療行為を研修で実施可能とし、より実践的な医療交流を実現し、日本の医療を
海外へ発信していく

テーマ２医療

ベトナム国難聴者聴覚検査・診断機器普及促進事業
（2016年4月にJICAとの契約締結、事業開始）

新興国・後進国へは、医
療機器の優位性だけでは
販路拡大できない

正しい使い方、医療指導
との連携が必須

医療機器メーカーと医大が連携し、相互医療研修の実施

⇒医師の実習・交流実績
・２０１６年から開始した活動の実績により、聴覚
検査がベトナムにおける保険適応となった

➢ 医療機器の海外展開販路の拡大において、医師との連携モデ
ル事業の展開を促進し、海外ネットワーク構築により推進可能

➢ 医師の相互交流による医療の質向上、地域医療での国際貢献
➢ 機器（ハード）、医師（ソフト）の両面における海外へのパッケー

ジ拡大

【新たな措置の提案】

【実施する上での課題】

〇医師看護師の訪日研修において、外来、入院、手術、
検査等の医療行為ができず、臨床実習に携われな
いことが最大の課題

〇研修実施のためのビザ取得が煩雑
〇今回はJICA事業であったが、国の後押しがないと国
家間の信頼関係の構築が難しく時間もかかる

〇日本の医師に指導のインセンティブが無い
〇医師交流の継続実施における資金源・・・など課題
○アメリカでは臨床実習が可能

〇 外国人医師版スチューデントドクター制度の創設
・外国人医師等が研修・臨床修練を実施する場合において、日
本人医学生向けのスチューデントドクター制度を活用して、ス
チューデントドクターが出来る範囲の医療行為を実施できるよ
うにする。
〇 外国人医師による指導医制度の創設
○ 外国人看護師、検査技師等の業務解禁
〇 外国人医師等臨床修練制度の拡充

【社会的・経済的効果】

【医師法１７条、補助看護法】
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テーマ２. 医療 ②先進医療施設の誘致

飛鳥地域における最先端医療機能を誘致し、奈良県立医科大学が国際病院機能を付加し運営を行い、高
取町健幸の森を再活用した医療ゾーン開発を推進し、放射線医学総合研究所と連携し日本初の第４世代
重粒子線治療施設の研究と臨床とモデル化を実現する。同時に官民連携によるファンドの組成、技術開発
、官民連携、医療従事者の育成を行い飛鳥モデルとして海外へパッケージ輸出を目指す。

重粒子治療の特徴

テーマ２医療

✓ 体を切らない粒子線治療
✓ 入院不要、通院での治療が可能
✓ 患者への負担が少ない
✓ 外科手術と同等の根治率
✓ 短期間治療の実現
（通常のエックス線の3倍の威力）

✓ 治療施設の設置コストが高額であり、初期コス
トを抑え、収益性の確保において、しっかりとし
た集患モデルによる収支均衡が必要

✓ 現在、先進A（骨軟部は保険適用）治療となっ
ているが、適応範囲拡大に向けた、対象部位
ごとの治療実績の積み上げが必要

✓ 専門的な医療知識を要し、医師の研修・育成
が必須

誘致における課題

医療従事者と国際医療
コーディネーターの育成

医療従事者（放射線医・医療物
理学医、技術士、看護師）の育
成、及び、国際医療コーディネー
ターの育成を実施し、国内外の
医療機関との連携を構築する。

放医研と各メーカーとの
共同開発

第４世代重粒子線治療機器の開
発に対して、放医研と各メーカー
がR＆Dを通じた共同開発を実施
することで、課題となる初期コスト
低減、維持費・人件費の効率化を
目指す機器の迅速な開発・製品

化を実現する。

国際医療機能の
実装

奈良県立医科大学を中
心に、海外の患者の受け
入れ態勢を整え、国際病
院化及び、医療通訳者、
翻訳、院内、多言語化の

導入を行う。

官民連携ファンドの組
成と開発資金

第４世代重粒子線治療機器開
発を実施するに当たり、国の
補助金（AMED等）と民間資金
を融合させた官民連携ファンド
を組成し、事業推進を図る。

事業実現に向けた取り組み

高取町健幸の森を活用し、第４世代重粒子線治療施設を国内外の患者を対象に
ビジネスモデル化し、官民連携による資金と技術と人材をパッケージで

高取町 健幸の森
重粒子線治療施設

建設予定地

日本の最先端医療/飛鳥モデルとして世界に発信する
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テーマ２. 医療 ②先進医療施設の誘致

【具体的な実施事業】

重粒子線治療施設（第４世代）の誘致

テーマ２医療

【現状の課題】
１）薬機承認申請には多大なコスト（数億）と時間（数年）を要し、特に
先行技術のない場合は時間がかかる。

２）粒子線施設は薬機法上の品目としては、一体としての粒子線治療
装置として定義されており、改良するたびに一変申請を要し、更に
承認には有効期限が有る。

３）研究開発コンソーシアムを組んだ場合でも、マルチベンダーによる
申請ができない

４)最先端技術に対しては、薬機審査を行うための基準も人材も十分
にある状況とは言い難く、結果、時間がかかる。

【新たな措置の提案】

〇薬機承認の規制緩和による先進医療機器の実用
化と普及促進
・研究開発拠点において開発された機器を、その拠点において
臨床応用する場合に限り、薬機承認機器への新技術の追加
導入・改良等については、安全を担保できれば改良機器で治
療できるよう規制を緩和する。
・研究開発コンソーシアムによる開発成果を反映できるよう、マ
ルチベンダーによる申請を可能とする。
･先行技術のない新規医療技術については、研究開発拠点で
の研究データ（医師主導臨床試験など）により、審査の促進が
図れるようにする。
【規制している法律】薬機法

研究開発拠点における薬機規制の緩和による
プロトタイプ機開発の迅速化

・新たなイノベーションを応用した機器の
実用化と普及の促進

・医療機器の国際競争力強化に資する

第４世代重粒子線治療施設
・マルチイオン入射器での短期治療
・超伝導による小型シンクロトロン
・回転ガントリーによる全方向治療

・マルチイオン、回転ガントリーによる治療技術・効果
のさらなる向上
・小型シンクロトロン（加速器）によるコストの低減



国内

国内医療機関
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テーマ２. 医療 ②先進医療施設の誘致

 先進医療のがん治療施設の誘致win-winモデル構築イメージ

テーマ２医療

奈良県立医科大学を中心に、医療機器事業の確立（ハード）と研修の実施前後も含めた包括的研修
ネットワーク事業の確立（ソフト）を行うことで、ハードとソフトが一体となったビジネスモデル（Win-Win
モデル）を構築する。

温泉施設・宿泊施設漢方観光

橿原市
高取町
明日香村

海外

海外医療機関

研修修了医師

研修治療

連 携

患者紹介

宿泊・観光

国内から
患者受入

奈良県立医科大学 分室
第４世代重粒子線治療センター

研修センター

診療・検査・治療が可能な
臨床実習研修の実現

奈良県立医科大学

奈良県立医科大学

放射線医学
総合研究所

患者紹介

研修医の相互交流
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テーマ２. 医療 ②先進医療施設の誘致

 飛鳥地域で第４世代重粒子線治療施設の事業モデルを構築し、更新時期を迎える
海外の粒子線施設の置換需要のビジネス展開を目指す

テーマ２医療

Step1
重粒子線治療実施

H37 H38 H39 H40

Step3
重粒子線治療パッケージを輸出

Step2
国内外からの研修受け入れ

• 機器メーカー４社の包括的な協定により開発された最新重粒子線治療機器導入
• 奈良県立医科大学を中心とした医療機関連携により国内患者を確保
• 奈良県立医科大学の国際病棟を起点とした医療ツーリズムにより海外患者を確保

• 重粒子線治療の認知度を向上させ、より一層の国内外患者を確保

• 研修を希望する医師・医療スタッフの受入れによる連携により、国内外からの患
者を確保

• 放射線医学総合研究所、奈良県立医科大学の協力体制を構築
• 高取町の研修センターにて、国内外の医療スタッフを受入れ、研修を行う

• 教育者を国内外に派遣し、派遣先で重粒子線治療が可能な
体制を構築

• 国内外から集患モデル・運営円滑化モデル検討
• 4社と放射線医学総合研究所、奈良県立医科大学、重粒子線治療施設の共同研究
• 汎用性が高く、国内外で設置・利用可能な重粒子線治療機器の開発、販売

• パッケージ化により、さらなる技術開発と人材育成が促進され
る（ビジネスモデルのパッケージ化）

⇒次ページ資料参照



コンソーシアム結成
（関与者の全員出席）

実現に向けたディスカッション
（コンソーシアムにおける平場での

検討）

ビジネスモデル策定

 ビジネスモデルの検討

➢ 第４世代機器の技術開発

➢ 国内患者集患方法

➢ 海外患者集患方法

➢ 初期投資削減策

➢ 運用効率化策

➢ 収益モデル

 ビジネススキームの検討

➢ プレーヤーの役割分担検討

➢ ビジネスモデル1パーケージ
化に向けた検討

など

第4世代治療機器推進に向けた
コンソーシアム会議（案）

医療技術

メーカー

政府機関

設置推進者

・奈良県立医科大学
飛鳥地域
・高取町
・橿原市
・明日香村

・放射線医学
総合研究所

・内閣官房
健康・医療戦略室
・文部科学省
・厚生労働省

・住友重機械工業
・東芝
・日立製作所
・三菱電機

官民連携ファンド

・財政投融資
・出資者

実行・進捗
管理

➢ ビジネスモ
デル実行

➢ ビジネスモ
デ ル実現
に向けた進
捗管理

準備

➢ ビジネスモ
デ ル実行
に向けた準
備

H37H32H29 H30 H31

テーマ２. 医療 ②先進医療施設の誘致に向けたスケジュール

 短期的にはコンソーシアムを組成し、コンソーシアムでビジネスモデルの実現に向け
て、第４世代重粒子線施設のビジネスモデルの検討から開発・実行・進捗管理まで協
議しながら推進する

テーマ２医療

➢ ビジネスモデル及びビジ
ネススキームを確定させ、
実行に向けた具体的な内
容策定を行う。

1パッケージ化

• 計画策定から資金調達、集患、安
定運営までのスキームを１パッ
ケージとしたビジネスモデルを構
築する

• 1パッケージ化により、モデル間

調整が可能。状況に応じて、モデ
ル間のバランスを調整することで、
様々な状況に対応可能なビジネ
スモデルとなる

新規国内患者集患モデル

• 大学病院など、高度先進的な医療
提供が可能な病院を中心とした医
療連携による集患手法 等

運営円滑化モデル

• 医療技術：治療データ共有による、治
療効果向上や治療行為の最適化、ス
タッフ育成による運用の効率化 等

• メーカー：機器共同開発による、開発コ
スト・物品調達コスト削減やメンテナン
ス費用の削減、機器運用効率の最適
化 等

新規海外患者集患モデル

• 現地法人との連携や、国内医療機関
との連携による、スクリーニングや集
学的治療提供による集患手法 等
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